
食品衛生法ポジティブリスト制度の導入に伴う

作物残留に係る登録保留基準の削除について

平 成 １ ８ 年 ４ 月

環境省農薬環境管理室

１．「農薬取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するかどうか

の基準を定める等の件（昭和４６年農告３４６）」（別紙１参照）第１号イにおいて、

作物残留に係る登録保留基準については、食品衛生法第１１条第１項の規定に基づく

規格（以下、「残留農薬基準」という。）が設定されている場合はこれを用い、当該

基準が設定されていない場合には環境大臣が基準を定めることとしている。

２．平成１５年７月１日に施行された食品安全基本法に基づき、食品の安全に関するリ

スク評価（ の設定）を行う食品安全委員会が内閣府に設置されるとともに、農薬ADI
の登録（適用拡大を含む）と同時に残留農薬基準が設定されるよう、食品衛生法の運

用が変更された。

３．これにより、環境大臣が農薬毎に作物残留に係る個別の基準値を設定する必要が生

じなくなったところである。

４．食品衛生法に基づく残留農薬等のポジティブリスト制度（参考資料５参照）が平成

１８年５月２９日に施行される。これにより残留農薬基準が定められていないものに

対しては、一律の基準（０．０１ｐｐｍ）が適用されるとともに、登録保留基準（作

残基準値）や国際基準等を踏まえた暫定基準が導入されることとなった。

５．ポジティブリスト制度の導入に伴い、これまに設定してきた作残基準値は、効力を

有さなくなるばかりでなく、仮に現在の作残基準値を全て削除しない場合、無用の誤

解・混乱を生じるおそれがあることから、作残基準値を定めている告示である「農薬

取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するかどうかの基準を

定める等の件第一号イの環境大臣の定める基準」（昭４８年環告４６）を廃止するこ

ととする。

６．なお、残留農薬基準が設定された場合に作残基準値を削除することは、これまでも

実施してきたところである（別紙２参照）。
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１．残留農薬基準設定に伴う作物残留に係る登録保留基準の変更

オキサジクロメホン
残留農薬基準案 （ppm） 現行登録保留基準 （ppm） 改正案
米（玄米） 0.1 米 0.1 削除

ジクロシメット
残留農薬基準案 （ppm） 現行登録保留基準 （ppm） 改正案
米（玄米） 0.5 米 0.5 削除

食品衛生法に基づく残留農薬基準の設定及び農薬登録失効に伴う
登録保留基準の変更について

H16年3月24日土壌農薬部会（第15回）参考資料６

　「農薬取締法第三条第一項第四号から第七号までに掲げる場合に該当するか
どうかの基準を定める等の件（昭和46年3月2日 農林省告示第346号）」第１号イ
において、作物残留に係る登録保留基準については、食品衛生法第７条第１項
の規定に基づく規格（以下、残留農薬基準という。）が設定されている場合はこれ
を用い、当該基準が設定されていない場合には環境大臣が基準（以下、この基
準を「登録保留基準」という。）を定めることとしている。（参考資料５「参考」参
照。）

　残留農薬基準は、個々の作物毎に、登録保留基準は、作物群毎に基準値が
設定されている。ある作物に残留農薬基準が設定された場合、それ以前に設定
された当該作物に係る登録保留基準は無効となる。更に登録保留基準の作物
群に含まれる全ての作物に残留農薬基準が設定された場合は、混乱が生じない
よう、当該作物群に係る登録保留基準を削除するための告示改正を行う必要が
ある。

　今般、別紙のとおり、残留農薬基準が設定・変更されることとなった。これに伴
い、下表のとおり残留農薬基準と重複を生じる登録保留基準の削除を行う（作物
群を構成する作物の一部にのみ残留農薬基準が設定された場合は、変更なしと
する。）。

別紙２
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